
地域再生計画新旧対照表 
新 旧 

地域再生計画 

 

１ 地域再生計画の名称 

  離島奄美の特性を生かした創造的で多様な産業の活性

化計画 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

  奄美市 

 

３ 地域再生計画の区域 

  奄美市の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

本市は、鹿児島から南西へ約 380 ㎞の海上にある奄美大

島のほぼ中央に位置し、平成20年 3 月 31 日現在の人口は

48,180人となっており、昭和 60 年の 49,765 人をピークに

減少傾向にある。また、産業就業者数についても昭和 55

年の 22,612 人をピークに、平成 13 年には 18,612 人に落

ち込んでいる。 

この要因の一つとして、生産額が最盛期の約20分の 1の

約14.7億円まで落ち込んだ基幹産業である大島紬の長期

地域再生計画 
 
 
１ 地域再生計画の名称 
  離島奄美の特性を生かした創造的で多様な産業の活性

化計画 
 
２ 地域再生計画の作成主体の名称 
  鹿児島県名瀬市 
 
３ 地域再生計画の区域 
  名瀬市の全域 
 
４ 地域再生計画の目標 

本市は、鹿児島から南西へ約 380 ㎞の海上にある奄美大

島のほぼ中央に位置し、平成 17 年 3 月 31 日現在の人口は

41,062人となっており昭和60年の49,765人をピークに減

少傾向にある。また、産業就業者数についても昭和 55 年

の 22,612 人をピークに、平成 13 年には 18,612 人に落ち

込んでいる。 

この要因の一つとして、生産額が最盛期の 10 分の 1 の

約 25 億円まで落ち込んだ基幹産業である大島紬の長期低
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低迷がある。行政や本場奄美大島紬協同組合等の連携のも

と、販売促進活性化策や各種支援策を講じているものの、

消費者の和装離れやニーズの変化もあり、思うような販売

促進に繋がっていないのが現状である。 

また、もう一つの要因として、公共事業等の減少に伴う

建設業の不振が上げられる。建設業は、市内の経済や雇用

の中心を担ってきただけに、その不振は長引く景気低迷と

ともに地域経済に大きな影響を及ぼしている。 

こうした現状の中、近年の健康志向の影響を受け、太陽

の恵みの下で栽培されたミネラル豊富な地域特産農作物を

用いた機能性食品が注目され、その需要がここ数年非常に

高まっている。 

亜熱帯農作物として、タンカン・スモモ・パッションフル

ーツは、南西諸島の優良な農作物であるが、農業従事者の

高齢化、後継者不足、島外地主との連絡困難などの問題を

抱えており、遊休農地の増加によって生産が伸びない状況

にあるため、島内外の需要に見合うまでには至っていない。

そのため、これらの亜熱帯の特色ある農作物の栽培研修を

行うとともに、農業分野を中心とした建設業者等の新分野

への進出支援と雇用の創出を図る。 

また、本地域では、島唄や八月踊りの伝統芸能が数多く

残り、普段の生活の場でも盛んに披露されている。これら

の特徴を活かすことにより、音楽産業の従事者としての人

材や、奄美の音楽の特徴などをPRし、本土での市場開拓を

行える人材の育成を図る。 

地域団体商標登録もなされている「本場奄美大島紬」に

迷があり、行政や本場奄美大島紬協同組合等の連携のも

と、販売促進活性化策や各種支援策を講じているものの消

費者の和装離れや消費者ニーズの変化もあり、販売促進に

繋がっていないのが現状である。 

また、もう一つの要因として公共事業等の減少に伴う建

設業の不振が上げられる。建設業においては市内の経済や

雇用の中心を担ってきただけにその不振は、長引く景気低

迷とともに地域経済に大きな影響を及ぼしている。 

こうした現状の中で、近年の健康志向の影響を受け、亜

熱帯の太陽の恵みのもとミネラル豊富な地域特産農作物を

用いた機能性食品が注目され、その需要がここ数年非常に

高まっている。とりわけ、近年の焼酎ブームの追い風を受

け、奄美地域特産の黒糖焼酎の伸びが著しく、本市産業を

支えるほどの勢いで成長している。 

さとうきびは、南西諸島の特産農作物であるが、農業従

事者の高齢化、後継者不足、島外地主との連絡困難などの

問題を抱え、遊休農地が増加し生産が伸びない状況にある。 
さらに、分蜜糖の生産量維持を図る必要がある中で、含

密糖（黒糖）を原料とする黒糖焼酎産業は原料不足という

厳しい状況に直面している。今後は、奄美群島でしか生産

できない「黒糖焼酎」の原料となるさとうきび生産体制等

の整備を図り、雇用の場を創出することが求められている。 
さとうきびは、離島の活性化に最もコストの安い最も効

果的な農作物である指摘されている。しかも、近年は、サ

トウキビ副産物（梢頭、糖蜜、バガス等）の多様な活用が

注目され、今後の研究によっては、一層離島経済に対する
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おいては、奄美の自然を活かしたデザインを創作すること

や、特産品のパッケージデザインづくりを行い、特産品の

生産・販路の拡大と観光振興を図っていく。 

本地域は、希少な野生動植物が存在する貴重な自然を持

っており、世界自然遺産登録を目指している。さらに、2009

年の皆既日食による観光客の増加と知名度のアップが期

待されており、恵まれた自然環境を活かしたスローライフ

など、「癒し」の提供による新たな観光ニーズへの対応が

求められている。  

そのため、主に女性客をターゲットにした観光需要の創

出を目的として、スパ・セラピーの研修やウェディング研

修を実施するなど、観光産業における人材育成を図る。 

また、U・Iターンを希望する市外居住者に対し、市の定

住施策等を総合的に提供する仕組を構築するとともに、仕

事のマッチングや住居などについての相談業務を行うこ

とにより、U・Iターンの受入体制の整備を図る。 

 本市は、こうした離島特有の産業分野を有機的に 結びつ

け、新たな発想と質的向上を基盤とした環境整備を図り、

かつ自然資源や文化的な資源を活かした産業による雇用

の創出を図るとともに、観光面への波及を図りながら、自

立する持続可能な「離島の拠点都市」を構築する。 

 

画期間終了段階における数値目標（新規雇用者数）計  

メニュー名 事業名 数値目標（人）

創業・法人化支援 12 人材育成メ

ニュー 亜熱帯農作物等栽培者

人材育成 
18 

貢献度は高くなると期待されている。 
そこで本市は、今後の発展が期待できる「さとうきび」

を可能性のある資源として見直し、それを基軸に第二次か

ら第三次産業へと派生する産業の連関を図りつつ地域の

活性化を目指す。 

その具体的な取り組みとして、外海離島である奄美でも

有効な手段であるＩＴ技術を活用し、さとうきびを基軸と

するこの循環型経済の活性化の取り組みを広く紹介し、自

然に優しい、「都市と自然」「人と自然」が共生する「癒し

の島・奄美」をＰＲすることにより、観光振興や特産品等

の販路拡大を図っていく。 

またこれらの取り組みの推進に不可欠なものとして、域

内のＩＴ産業の振興がある。そのためには高度な技術力を

持ったＩＴ技術者の育成を図るとともに、ＩＴ人材の底辺

拡大のためＩＴ関連企業の誘致・創出を進め、ＩＴ従事者

の拡大を図っていく必要がある。 

そこで本地域再生計画のもと、地域提案型雇用創造促進

事業(パッケージ事業)を活用し、さとうきび産業では、新

規さとうきび農家を育成し、植え付け面積を現在の３．８

ｈａから２０ｈａへ増加させ、生産量を７４ｔから１４０

０ｔへ増やすことを目標とする。またＩＴ産業では、既存

及び誘致企業の求める人材を育成し、約２００名のＩＴ関

連企業従事者の雇用増加を図り、さとうきび生産拡大及び

雇用創出による地域の活性化を目指していく。 

本市は、こうした離島特有の産業分野を有機的に結びつ

け、新たな発想と質的向上を基盤とした環境整備を図り、

かつ市民協働による横断的な課題解決により内発的産業
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伝統芸能付加価値アッ

プのための人材育成 
18 

奄美デザイン人材育成 26 

観光人材育成 35 

就職促進メ

ニュー 

U・I ターン希望者等情報

提供・相談 
6 

合 計  115 

 

 目標を達成するために行う事業 

業を中心とした新分野への進出や創

５

 ５－１ 全体の概要 

建設業等から農

業を支援するとともに、近年需要が高まっている亜熱帯

農作物等の栽培研修を行うことにより、起業化の推進と

人材の育成を図る。 

また、島唄等の伝統芸能や、大島紬に代表される特産

品など、地域資源の付加価値向上を目的とした人材育成

を行い、地場産業の活性化と観光面への波及を図るほ

か、世界自然遺産登録候補地指定や、2009 年に予定さ

れる皆既日食の観測を契機とし、観光産業の活性化と観

光客の増加を図るため、新たな観光サービスの創出を目

的とした人材育成を行う。 

さらに、U・Iターン希望者を対象とした総合的な定住

情報提供システムの構築により、本市への定住者及び就

職者の増加を図る。 

を起こしながら、自立する持続可能な「離島の拠点都市」

を構築する。 

 

 

 

 

 

 

５ 目標を達成するために行う事業 

 ５－１ 全体の概要 

     本市では、遊休農地の解消、さとうきび生産の拡

大を図るため、土壌改良や植栽、耕転等への支援を

行い、さとうきびの生産振興に取り組んできた。し

かし現状としては、新規さとうきび就農者はほとん

どなく、さとうきび農家及び技術者の確保には限界

があり、集中的、総合的な支援が必要とされている。

そこで、地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ

事業）を活用し、建設業等からの新規就農者の促進

を図り、さとうきび生産拡大により期待される様々

な利用用途（精糖、黒糖、焼酎、バカス、黒糖焼酎

粕、焼酎粕由来の新規製品等）を総括的に鑑み、循

環型経済の活性化を図るための事業を行う。また、

これらの取り組みや恵まれた奄美の自然、伝統文
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 これらの事業と本市の独自事業を一体的に推進し、雇

用の場の条件整備と人材の育成に連動して取り組むこ

とにより、地域産業の活性化と雇用の創出を図る。 

  

５－２ 法第５

 

 章の特別の措置を適用して行う事業 

５－３ その他の事業 

５－３－１ 用創造推進事業

     該当なし 

 

 

  ○地域雇 （厚生労働省）：

B0902 

 

(1) 実施主体 奄美市産業活性化協議会 

構成員：奄美市、奄美大島商工会議所、

観光物産協会、JA あまみ大島事業

奄美大島

所、名

瀬漁業協同組合、奄美大島情報通信連絡

協議会「e-あまみ」、奄美市通り会連合

会、株式会社道の島公社、本場奄美大島

紬協同組合、財団法人奄美市農業研究セ

ンター、鹿児島県大島支庁農林水産部農

政普及課、鹿児島県酒造組合奄美支部、

名瀬建友会、奄美市企画部、奄美市産業

振興部、学識経験者 

 

   (2) 実施期間 

化、食文化等をＩＴ技術を活用し広く情報発信する

とともに、生産されたさとうきび加工品や特産品の

販路拡大及び域内のＩＴ産業の振興を図るための

人材育成事業を実施する。 

 

 

５－２ 法第４章の特別の措置を適用して行う事業 

     該当なし 

 

 ５－３ その他の事業 

  ５－３－１ 地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ

事業）を活用して行う事業 

       

(1) 実施主体 

          名瀬市産業活性化協議会 

           構成員：名瀬市、奄美大島商工会議

所、奄美大島観光物産協会、

JA 奄美、名瀬漁業協同組合、

名瀬市情報通信連絡協議会

「e-あまみ」、名瀬市通り会

連合会、株式会社道の島公

社、本場奄美大島紬協同組

合、財団法人名瀬市営農セ

ンター、奄美観光受入連絡

協議会、奄美大島酒造組合、
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          平成 20 年度から平成 22 年度までの 3

 

(3) 実施事業 

野進出支援事業 

設業等の景気が

年間 

①企業の新分

公共事業の減少に伴い、建 低

迷しているため、建設業者等によるさとうきび

栽培や畜産など、農業分野への事業拡大や、新

規企業の設立を支援するため、農業及び畜産経

営技術を有する人材の育成と事業主等に対する

人事管理の相談、コンサルティングなどの経営

ノウハウについて、専門家を招聘して研修を行

なうなど、農業を中心とした新分野進出の動き

を促進することにより、地域産業の振興と活性

化を図っていく。 

（主な事業内容） 

○他地域での成功事例を用いたセミナー 

の開催 

○有識者・コンサルタント等による経営指 

導・支援 

○創業に伴う人材マッチングと労働管理研

修 

 

 ②創業・法人化支援事業 

域資源を活用して特産本地域では、奄美の地

品開発を行う中小企業や建設業等から農業分

野への進出など、他業種への転換が行われつつ

奄美建設業協会、あまみ大

島森林組合、学識経験者 

 

 

       (2) 実施期間 

        平成 17年度から平成 19年度までの 3年間 

 

       (3) 実施事業 

① 企業の新分野進出支援事業 

公共事業の減少にともない景気の

低迷する建設業等がさとうきび栽培

分野、畜産分野への事業拡大や、新規

企業の設立を支援するため、農業及び

畜産経営技術を有する人材の育成と

事業主等に対する人事管理の相談、コ

ンサルティングなど経営ノウハウに

対し、専門家を招聘し研修を行なうな

ど、新分野進出の動きを促進すること

により、地域産業の振興と活性化を図

っていく。 
 
         ②  さとうきび栽培及び黒糖加工に対す

る技術取得等の支援事業 

    新分野へ進出した企業が新たな雇

用者の確保を円滑にするため新規さ

とうきび参入者に対し、さとうきび

栽培及び黒糖加工の技術取得の支援
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あり、特徴ある農林水産物を活用した特産品

や、観光に関連する土産品等の開発などが行わ

れている。 

なかでも、農林関連分野については、他業種

から進出する企業が多くなっているため、事業

進出のために必要なコンサルタント業務や事

業コンサルティングを行い、事業進出の支援と

雇用拡大を図る。 

 

③亜熱帯農作物等栽培者人材育成事業 

カン・ス本地域の農業は、さとうきびやタン

モモなどの果樹生産が行われており、亜熱帯果

樹としてパッションフルーツなども生産されて

いる。しかし、需要に見合うまでには至ってい

ないため、現在も生産の拡大が行われている。

また、「地産地消」として、地元農産物のシェア

を向上させるための事業を行っている。 

そのため、本地域の特徴ある亜熱帯性果樹や、

地場産の園芸作物及び野菜栽培研修を行うこと

により、人材の育成と起業化を推進し、雇用の

拡大を図る。 

(具体的な事業） 

培研修○ 園芸作物栽  

修○ 果樹園芸作物栽培研  

 

④伝統芸能付加価値アップのための人材育成事業

を行なう。 

そのため、さとうきび栽培に対す

る技術取得だけでなく先進地の成功

事例の視察や研修等を行なう。 

また、さとうきびの一次加工、二

次加工の技術も取得し、黒糖の生産

増加を図る。 

生産増によって発生するバカス

は、質の高い牛糞等堆肥化として利

用できるよう堆肥化技術の向上を図

り、堆肥生産分野での雇用創出を図

っていく。 
 

（具体的な事業） 
○ さとうきび栽培成功事例視察、

研修 
○ 農業人材開発研修 
○ 堆肥化技術の研修 

           ○ 黒糖加工技術の研修 

 

         ③ 特産品販売促進・観光ビジネス展開

支援事業 

           奄美独自の特産品である「本場奄

美大島紬」や「黒糖焼酎」及び亜熱帯

の恵まれた自然、島唄に代表される伝

統文化等様々な地域資源をインター

ネット等の IT を活用し、広く島外へ
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（音楽のまちづくり事業） 

本地域は、島唄や八月踊りなどの個性的な伝

統芸能が数多く残り、普段の生活の中や島唄大

会などのイベントで盛んに披露されている。 

これらの特徴を活かし、音楽のまちとして、

伝統音楽やこれらに関わる音楽産業従事者の研

修を行い、地元の人材の発掘及び本土市場への

PR を行える人材の育成を図る。 

さらに、音響や著作権などのビジネス研修や

先進地視察研修を行い、雇用の拡大や起業化を

目指した事業の推進を図る。 

（具体的な事業） 

○ 伝統芸能人材研修 

○ 音楽ビジネス研修 

 

⑤奄美デザイン人材育成事業 

本地域では、伝統産業として「本場奄美大島

紬」が重要な産業であった。しかし、着物離れ

や不況の影響により、大幅に生産量が減少して

いる。その中で、大島紬の洋装化や小物などへ

の活用が行われているが、本場奄美大島紬は、

伝統的な奄美の自然を活かしたデザインで描か

れていることが特徴であることから、デザイン

に対する共通理解を図り、産業化への土壌づく

りを行う必要がある。 

これらの背景から、大島紬の洋装化や小物へ

の活用を促進するためのデザイン研修を実施

の PR を図り、販路の拡大や観光客の

増加を図ることを目的に、特産品にお

いては、インターネット販売を促進す

るため、「オンラインショッピング啓

発セミナー」や「名瀬市ＩＴ企業塾」

を実施し、農家や青果店等のインター

ネット販売に対する意識啓発、ノウハ

ウの取得及びＩＴ技術力向上を図り、

需要拡大による生産者及び流通分野

における雇用の創出を図る。 

 

         (具体的な事業） 

○ オンラインショッピング啓発セ

ミナーの開催 

○ 名瀬市ＩＴ企業塾の開催 

 

④ ＳＯＨＯ事業者支援事業 

  本市では、ＳＯＨＯ事業の一環で

あるデータエントリー事業は、イン

ターネットに接続できる環境があ

れば在宅でも入力作業が可能であ

り、また比較的に技術力を要せずに

入力作業が行えるため、外海離島に

ある本市にとって雇用機会や雇用

創出を図る有効な手段であると考

え、平成１５年度から「名瀬市ＳＯ

ＨＯ支援モデル事業」としてデータ
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し、生産・販路の拡大と雇用の拡大を図る。 

また、地域特産品のパッケージデザイン研修

を行うほか、観光面への活用に向け、伝統的デ

ザインの T シャツなどへの展開を図る。あわせ

て、デザイン作成ソフトや WEB の活用を図ると

ともに、本土や先進地のマーケティング調査を

行い、人材育成と雇用の拡大を図る。 

（具体的な事業） 

○ 本場奄美大島紬デザイン研修 

○ WEB 活用デザイン研修 

○ 地域密着型特産品活用研修 

 

⑥観光人材育成研修 

本市が位置する奄美群島は、希少野生動植物

が生息する地域として、世界自然遺産登録候補

地に指定されている。また、2009 年 7 月の皆既

日食により、多くの観光客等の来島が予想され、

これを契機とした観光産業の活性化が期待され

ている。 

このような状況の中、さらに観光客の増加を

図るため、これまでの宿泊のみのサービスだけ

ではなく、特に女性客をターゲットにしたホテ

ルなどでのスパやセラピー分野での人材育成を

行う。 

（具体的な事業） 

○ スパ・セラピー研修 

○ ウェディング研修 

エントリー事業を営む企業に対し、

入力ワーカーの育成を図るための

講習会やＯＪＴ、在宅で入力作業を

行なう際の機器整備等への助成を

行ない、就業の機会を図ってきた。

しかし就業の機会は増えたものの

新たな雇用創出までには至ってい

ないのが現状である。 

そこで、講習会を受講したものや

ＳＯＨＯ起業家を目指すものが自

ら受注活動を行ない起業家として

自立できるためのノウハウや技術

力及び起業後の採用や人事管理等

に必要な知識の習得のための講習

会を実施し、雇用の拡大・創出を図

る。 

 

⑤ コールセンター就職支援事業 

立地を予定している企業への就

職を支援するためコールセンター

業務の啓発や基礎的なトレーニン

グを行なう他、同社への就職者を対

象にスキルアップ研修や業務管理

などについての研修を行ない、同社

のニーズに即した人材の育成を図

っていく。 
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⑦就職促進メニュー（U・Iターン希望者等情報提

供・相談） 

U・I ターンを希望する市外居住者に対し、仕

事や住居等に関する情報提供といった市の定住

施策等を総合的に提供できる仕組みを構築す

る。あわせて、実際に U・Iターンを希望する者

に対して、仕事のマッチングや住居などについ

ての相談業務を行う。 

 

  ５－３－２ 奄美市独自の取組 

①農業後継者育成事業 

a  事業内容 

高齢化の進展により、農業後継者の育成が必要

である。そのため、農業研修センター農場を十分

に活用し、より実践・近代的な農業経営が行える

よう、農業技術、経営管理能力を養うための研修

を行うことにより、優れた農業者を養成し、農業

の振興を図る。 

研修期間・・・１ヵ年 

講義・・・・・45.5 時間 

実習・・・・・施設+露地コース（キク、ニガ

ウリ、パッション、カボチャ他）

露地コース（カボチャ、サトウキビ） 

          （具体的な事業） 

○ コールセンター就職支援セミナ

ーの開催 

          ○ コールセンター人材育成講座の

開催 

 

       ⑥ ＩＴスペシャリスト養成講座の開催 

本市では、独立行政法人雇用・能

力開発機構が実施する「ＥＸＣＥ

Ｌ・ＷＯＲＤ訓練」や「パソコン・

会計訓練」などの基礎的な職業訓練

は実施されているものの、ＷＥＢク

リエーター、ＣＡＤ、ＡＣＣＥＳＳ、

プログラミングなどの専門的な訓

練は実施されておらず受講に際し

ては、長期間島外での滞在を強いら

れ、費用の面等で受講ができずにＩ

Ｔ技術者が育ちにくい現状にある。 

そこで、パッケージ事業により基

礎的なＩＴ技術力を持つものを対

象にこれらの専門研修を行ない、高

度なＩＴ技術者育成を図る。 

 

          （具体的な事業） 

              ○ パソコン実務研修の開催 

○ ＣＡＤ実践研修の開催 

○ ＡＣＣＥＳＳソフト研修の開催 
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先進地視察研修及び先進地農家体験研修 

b  事業実施主体：奄美市農業研究センター、奄美

市 

c  事業規模：年間予算  700 千円 

d  事業成果 

(a)これまでの実績 

研修修了生数・・・・89 名 

就農者数・・・・・・37 名 

Ｕターン就農者数・・23 名 

Ｉターン就農者数・・11 名 

(b)今後の見通し：これまで多くの修了生が、

本市の中核的担い手農家や

認定農家として就農してお

り、今後とも当事業を通じ

て農業者の養成を図ってい

く。 

 

②奄美市笠利営農支援センター研修生制度 

a 事業内容 

上記と同様に、農業の振興を図るため、農業に

関する基礎的技術等を習得させるための各種研修

を実施し、将来本市の中核的農家として自立でき

る人材を育成する。 

○ Ｗeb クリエーター育成研修 

○ プログラミング技術者育成研修 

           

５－３－２ 名瀬市独自の取組 

     (1) さとうきび生産振興事業 

         イ 事業の実施主体 
           さとうきび生産拡大組合 
 

ロ 事業の具体的内容 
           さとうきび生産者及びさとうきび

作付面積の減少に歯止めをかけるた

め畜産との複合化や園芸作物との輪

作体系の推進を図り、さとうきび生産

拡大を図っていく。 
      
         ハ 実施スケジュール 
             平成１７年度から平成１９年

度までの３年間 
      

(2) 堆肥生産販売事業 
         イ 事業の実施主体 
           （財）名瀬市営農センター 
 

ロ 事業の具体的内容 
           市内から発生する未利用資源（オガ

クズ、下水汚泥等）を活用した汚泥発

酵堆肥（活力）を販売し、環境保全型
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研修期間・・・2ヵ年 

研修作物・・・トマト、パッションフルーツ 

その他農業基礎講座 

営農研修助成金      １人当たり日額 

4,500 円 

b 事業実施主体：奄美市 

c 事業規模：研修後に奄美市で就農できる 45 歳

までの者 

研修人員   4 名 

年間予算 6,600 千円 

ｄ 事業成果 

(a)これまでの実績 

研修修了生数・・・・6名 

就農者数・・・・・・4名 

Ｕターン就農者数・・2名 

Ｉターン就農者数・・0名 

 

 (b)今後の見通し：きびしい財政の中で事業内

容の充実を図りつつ、今後

とも当事業により農業者

の養成に努める。 

 

 

農業を推進し、土づくりの啓発・生産

性の向上等農家ニーズに対応する。 
 
        ハ 実施スケジュール 
          平成１７年度から平成１９年度まで

の３年間 

  
(3） 黒糖焼酎粕（廃液）由来の生理活性物

質を活用した新たな製品開発研究事業 
イ 事業の実施主体 

 名瀬市 

 

ロ 事業の具体的内容 

黒糖焼酎粕（廃液）製造時に排出され

る粕（廃液）に含まれる有用成分を活用

して機能性素材（染色材、化粧料等）を

開発し新たな産業を創出する。 

            
ハ 実施スケジュール 

平成１７年度から平成１８年度まで

の２年間 

 
(4)   観光特産品の販路拡大 

イ 事業の実施主体 

名瀬市、奄美大島観光物産協会、奄美

観光受入連絡協議会 
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③新規就農者サポート事業（名瀬地区） 

a  事業内容 

奄美市における新規就農者に対し、初期の条件

整備等の一部を支援することにより、営農意欲を

高め、円滑な就農促進を図り、農業の振興を目指

す。 

農業後継者事業による研修修了生 

期間・・・・2ヵ年 

支援内容・・鉄骨ハウスの無料貸付、土づくり

の支援、農業機械手数料の一部助

成、小農機具の無料貸付 

b  事業実施主体：農業研究センター、奄美市 

c  事業規模：鉄骨ハウス・・１人当たり 5棟（25

ａ）を 2年間 

たい肥支給・・1年間 4ｔ 

農業機械支援・1年間 6時間 

年間予算・・・85 千円 

d  事業成果 

 (a)これまでの実績：支援者数・・・・43 名

(b)今後の見通し：農業後継者育成事業との

セットであり、今後とも

研修センターの施設等を

活用しながら、就農初期

ロ 事業の具体的内容 

          1、300 年の伝統を有する本場奄美大島

紬と奄美でしか製造できない「黒糖焼酎」

などの特産品の販路拡大と亜熱帯の魅惑

の島・奄美の自然、文化を広く紹介し観

光客誘致のために全国各地で物産展開催

や各種イベントへの出展を行なう。 

 

 ハ 実施スケジュール 

平成１７年度から平成１９年度まで

の３年間 

 

(5) 奄美癒しツーリズムモデル事業 
        イ 事業の実施主体 
          名瀬市 
 

ロ 事業の具体的内容 
          奄美には、原生林をはじめ、農漁村に

も豊な自然があり、美しい景観、古来か

ら受け継がれる島唄等の伝統芸能、地域

の自然に根ざした長寿の食生活、ゆった

りと時を過ごせる「癒しの空間」がある。

これらの地域資源を活用した、体験プロ

グラムの開発とともに受入体制、体験内

容・期間・適正価格等の検証とモニター

ツアーでの検証を行い、農家民泊の推進

を図る。 
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支援を実施する。 

 

④農業体験研修事業 

a  事業内容 

多くの市民が、農業研究センターの施設、圃場

を利用することにより、より農業を親しみやすく

し、かつ農業への就労を図るため、農業基礎研修

を実施する。 

期間・・・・1ヵ年（月 2回程度） 

講義・・・・12 回 

実習・・・・7品目 

視察研修 

b  事業実施主体：農業研究センター、奄美市 

c  事業規模：年間 100 千円 

d 事業成果 

(a)これまでの実績 

定員・・・・15 名 

資格・・・・65 歳まで 

(b)今後の見通し：今後の団塊の世代の退職

ラッシュを考慮し、「農

業」というひとつの職種

で、本市への定住を促進

させる施策として将来的

       
       ハ 実施スケジュール 
         平成１７年度 

 

      (6) ＳＯＨＯ（データエントリー）事業の

支援 

イ 事業の実施主体 

 名瀬市 

 

ロ 事業の具体的内容 

          データエントリー事業を行なう企業に

対し、ＳＯＨＯ支援モデル事業として、

入力ワーカーの募集・育成を図る講習会

やＯＪＴに要する費用及び在宅で入力作

業を行なう際の機器整備に係る費用の一

部を助成する。 

            
ハ 実施スケジュール 

         平成１７年度から平成１９年度まで

の３年間 

 

(7)  コールセンター企業への支援 

       イ 事業の実施主体 

         名瀬市 

 

ロ 事業の具体的内容 

         立地するコールセンター企業に対し、
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にも実施していかなけれ

ばならない。 

 

⑤スポーツ合宿受入事業 

a  事業内容 

地域の自然的特色を活かして観光振興を図る

ため、スポーツ合宿等の誘致活動及び練習等の後

方支援体制の充実を図り、奄美大島への来島者の

増加を図る。 

b  事業実施主体：奄美スポーツアイランド協会

c  事業規模：年間 4,928 千円 

d  事業成果 

 (a)これまでの成果 

合宿受入実績 1,586 名 96 団体  

波及効果約 6億 5千万円 

(b)今後の見通し：今後も、大学や実業団の

陸上チームを中心に誘致

活動を行うとともに、野

球の自主トレーニングや

柔道の合宿を呼び込み、

スポーツ合宿者の増加を

図る。 

 

立地及び事業の実施に要する費用の一部

を助成する。 

 

       ハ 実施スケジュール 

         平成１７年度から平成１９年度まで

の３年間 
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⑥奄美観光客迎え入れ支援事業 

a 事業内容 

名瀬港の 3万トン観光船バース供用を機に、民

間の協議会が中心となって実施している観光客

迎え入れ事業を支援することで、大型観光船での

観光客の増加と観光振興を図る。 

b  事業実施主体：奄美観光受入協議会 

c  事業規模：年間 850 千円   

d  事業成果 

(a)これまでの実績 

大型観光船受入 8 回  

黒糖レイや宝貝レイ 642 件  

22,092 個使用 

(b)今後の見通し：今後も、大型観光船の名

瀬港への寄港回数と観光

客の増加を図るととも

に、朝入港し、夕方出港

する船に対しては、2日間

にわたる寄港を要請して

いく。あわせて、観光コ

ースの新設や体験型観光

なども開発する。 
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⑦しまコンシェルジェ育成事業 

a  事業内容 

来島者への観光案内や街の紹介を行う「しまコ

ンシェルジェ」育成のための講座や体験学習を実

施することにより、来島者受入環境の整備と観光

の振興を図る。 

○ 奄美大島検定の実施 

○ 体験受入コーディネート組織の設立 

b  事業実施主体：奄美大島体験交流受入協議会

（本島内市町村で構成） 

c  事業規模：年間 1,200 千円 

d  事業成果  

(a)これまでの成果：しまコンシェルジェ養

成講座の実施（受講者

80 名） 

(b)今後の見通し：第 1 回の講座修了者を組

織化し、来島者の案内を数

多くできるようにする。ま

た、街なかに観光案内所を

設置し、しまコンシェルジ

ェが、より活動しやすい環

境づくりを目指す。 
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⑧本場奄美大島紬技術専門学院補助金事業 

a  事業内容 

織技術者の後継者を育成することで、紬産業の

振興を図るため、昭和 55 年度に技術専門学院を

開校した。特に紬の織工養成を行い、技術者の確

保と雇用の場の確保を図る。 

b  事業実施主体：本場奄美大島紬協同組合 

c  事業規模：運営費  4,500 千円  市補助金

910 千円      

d  事業成果 

(a)これまでの実績：平成 19 年度末修了生 

413 名 

平成 16 年度までは入所生への織切り

奨励金や小物購入費として助成していた

が、平成 17 年度からは学院の経営の安定

化を図るための運営補助金としている。

なお、技術専門学院には、毎年 10 名程度

が入校している。 

(b)今後の見通し：今後も、本場奄美大島紬

の生産を確保するために

は、人材の養成を行う必

要があり、織工養成につ

いては今後も継続して行
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う予定である。 

 

⑨笠利町紬織工養成事業 

a  事業内容 

後継者を育成することで紬産業の振興を図る

ことを目的に、紬の織工養成を行い、技術者の確

保と雇用の確保を図る。 

b  事業実施主体：奄美市 

c  事業規模：指導員賃金 1,950 千円 施設維持

管理費 48 千円 

d  事業成果 

(a)これまでの実績：平成 19 年度末修了生は

180 名。養成所では、

指導員を 1 名配置し、

直営で運営。定員 20

名。待機者 12 名。 

(b)今後の見通し：今後も本場奄美大島紬の

生産を確保するために

は、人材の養成を行う必

要があり、織工養成につ

いては今後も継続して行

う予定である。 
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⑩観光物産展による特産品販路拡大事業 

a  事業内容 

本場奄美大島紬と奄美の特産品の販路拡大を

目的に、全国各地の百貨店などで物産展を開催す

ることにより、本場奄美大島紬と観光物産を PR

し、特産品の振興を図る。 

b  事業実施主体：奄美市、奄美市観光物産協会

c  事業規模：年間 1,000 千円（2回開催分） 

奄美大島観光物産協会への負担金

として支出。 

d  事業成果 

(a)これまでの実績：平成 19 年 2 月末現在

38 都道府県で通算 131

回開催 

(b)今後の見通し：「地域団体商標」（地域ブ

ランド）登録を活かし、

奄美産地の積極的な情報

発信を行うとともに、観

光物産を通じて本場奄美

大島紬と特産品の販路の

拡大のために、今後も継

続して実施する。 
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⑪中心商店街活性化事業（まちづくり交付金事

業） 

a  事業内容 

奄美市では、空き店舗を活用した子育て支援

施設を NPO 団体が運営している。今後は、空き

店舗の活用による観光案内所設置や情報発信、

商業活性化のための人材育成事業を図ってい

く。さらに、市場を利用した「金曜市」を開催

し、地場産品の販売や観光産業の振興を図る。

b  事業実施主体：奄美市、カンモーレプロジェ

クト実行委員会 

c  事業規模：年間 10,000 千円 

d  事業成果 

(a)これまでの実績：子育て支援施設支援、

カンモーレプロジェク

トの開催（夏祭、街祭、

やんご祭、空き店舗活

用、フリーペーパーの

制作などの情報発信

等）。 

(b)今後の見通し：まちづくりの活性化のた

めに、観光案内所の開

設、空き店舗活用、調査
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事業などを実施する。併

せて、音楽のまちづくり

を目指し、イベントや空

き店舗を活用したイベ

ントを行う。 

 

 ６ 計画期間 

  認定を受けた日から平成 22 年度末（3年間） 

 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

  本計画は、第一次・第二次産業を基軸としながら、第三

次産業との連関事業を展開し、相互波及効果による多様な

産業の活性化と雇用の拡大を目的としており、本計画終了

段階において、約 100 名の雇用増加を目指している。従っ

て、本計画の目標に掲げた具体的数値目標である新規雇用

者数の達成状況によって地域再生計画の取り組みを評価

する。 

 

 

８ 地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と

認める事項 

  特になし 

 

 
 
 
 
 
 
６ 計画期間 
  認定を受けた日から平成１９年度末（３年間） 
 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

  本計画では「さとうきび」を基軸に第二次から第三次産

業へと派生する産業の連関を図り多様な産業の活性化を

図ることを目的とし、本計画終了段階において、さとうき

び植え付け面積を現在の３．８ｈａから２０ｈａへ、生産

量を７４ｔから１４００ｔへ増やすとともに、約２００名

のＩＴ関連企業従事者の雇用増加を図ることを目指して

いる。従って、本計画終了段階における数値目標の達成状

況によって地域再生計画の取り組みを評価する。 

 

８ 地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と

認める事項 

  特になし 

 

 
 


